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要　　旨

　地球規模の総合且つ学際的研究教育領域が拡大し、環境、イノベーション、エネルギー、食糧、ガ
バナンスの解決に至るまで ICT（情報通信技術、所謂 IT）分野が対象とすべき重要課題が急増した。
しかし、この融合領域での研究はまだ十分進んでいない。
　近年、日本は著しく国際競争力を低下させているが、背景には高騰する円高や、環境規制、政治の
劣化やガバナンスの欠如、法人税、エネルギー、など様々な要因が考えられる。しかし、これまでの
ような要因分析では解決できない新しいベンチマーク（指標）が、国際競争力の低下要因として、グ
ローバル社会、情報社会、超高齢社会が融合する日本社会において論及される必要がある。これには
既存研究には見られない総合的かつ、学際的な研究が要求される。本研究では国際競争力の低下要因
分析に関し、従来の指標に加えて、超高齢社会、災害対策BCP（業務復興計画）、電子政府という新
機軸の意義を検証評価している。

キーワード

ICT、国際競争力、超高齢社会、電子政府、災害 BCP（業務復興計画）

英文要旨
The global interdisciplinary research is expanding. Important issues to be covered by the ICT area extend 

innovation, energy, food and resolution of governance. However,the concerning research in this area has not 

advanced yet. Therefore the goal of this research clarifies and examines the issues on global competitiveness in 

the information society,the relationship between technical and social impact with global and interdisciplinary 

perspective. On this regard, the objective of the research is to solve the problems in order to establish the 

convergence of information society with super-ageing society.  

In recent years,Japan has significantly reduced the international competitiveness. In Japan 

interdiscipl inary research is needed to analyze the factors of the decline of international competitiveness. In this 

study,we set up the agendas to analyze the factors that reduced international competitiveness with utilizing new 

indicators,namely Ageing Society, BCP for reducing the damage of Natural Disasters and e-Government.

査読付き論文



第１章　はじめに

１－１　本研究の背景

ICT革命後、ICTは極めて広範な領域を網羅す

るようになった。例えば、環境、エネルギー、災

害、ガバナンス（統治能力）、イノベーションに

至るソリューションである。

しかしながら日本は高い技術力やソリューショ

ンを有しながらも、持ち前の実力を発揮できてお

らず、著しくその順位を低下させている。情報通

信産業を例に挙げれば、高い技術力に支えられて

きたが、国内市場への過度な傾倒が、グローバル

市場への展開を遅らせた要因となっている。

国際競争力の低下に関して詳しくは第２章に説

明しているが、今後さらにこの問題を深刻化させ

る３つの大きな要因が混在する。

第１点目は、世界に類をみないスピードで進ん

でいる超高齢社会問題であり、第２点目は、自然

災害であり、第３点目は電子政府である。

第１点目は、世界で最も早く2007年に超高齢社

会に突入し、すでに４年が経った。日本の総人口

の約４人に一人が65歳以上の高齢者の仲間入りを

している。また平均寿命は年々伸びており、男性

は80歳、女性は86歳である（2011年）。しかしな

がら、抜本的な超高齢社会対策が必須であるにも

かかわらず、官民一体となった社会保障、社会シ

ステムは確立されていない。

第２点目は、日本はこれまで地震、津波、台風、

大雨など多くの自然災害に悩まされ続け、その都

度、経済社会は多額の被害を受けてきた。3.11東

日本大震災の日本政策投資銀行が推計した企業の

生産設備や住宅、インフラ（堤防や道路など）の

合計である「資本ストック」の被害額は岩手、宮

城、福島、茨城の４県で16兆3,700億円にのぼる

と言われている。1995年の阪神・淡路大震災のと

きの被害総額は全体で推計約10兆円、死傷者は約

47,000人、2004年の新潟中越地震での被害総額は

約３兆円、4,800人超の死傷者であった。今後も首

都直下型地震や東海・東南海・南海地震の発生予

測確率も高く、東日本大震災のような被害発生の

可能性も否めない。

そして第３点目は、未曾有の財政赤字に見舞わ

れた行政のコスト削減と業務効率化の主役として

の電子政府である。

いま、日本は超高齢社会と、未曾有の災害被害

からの復興期という世界で唯一の二重の経済リス

クを抱える大きな社会環境の変化の途にある。ま

た、行政コスト削減及び市民に対する電子行政

サービスの利用率向上に電子政府の役割が託され

ている。

本研究課題である国際競争力の論及は、いまや

情報通信が我々の生活に深く浸透している社会環

境を鑑みれば、情報社会、超高齢社会、グローバ

ル社会の融合が求められる中で既存研究にはない

学際的な分析手法が求められるはずである。しか

しながらこの領域での融合研究は十分に進んでは

いない。

本研究は早稲田大学電子政府・自治体研究所が

研究を続けてきた「超高齢社会時代における高

齢者のICT利活用調査」、「自然災害BCPにおけ

る防災CIOの役割」、「電子政府世界ランキング」

という３つの研究領域の集大成である。本論文で

は国際競争力を評価するために、これらの新しい

３つのベンチマークを分析している。

第２章　先行研究と定義

２－１ 先行研究

これまで国際競争力に関する研究は数多く発表

されている。たとえば少子高齢化社会の中で日本

が経済活力を維持していくために必要と考えられ

る生産性の向上や技術進歩に関する統合的な研究

が進められてきた。代表的な研究が、東京大学大

学院吉川教授によるイノベーションや技術進歩の

役割、産業構造の変化、労働市場への参加や労働

時間に関する研究である。さらに、東京大学大学

院元橋教授によるTFP（Total Factor Productivity：

全要素生産性）の決定要因に関する実証分析があ
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る。これは少子高齢化社会において経済的な活力

を維持するために、生産性主導の経済成長を実

現することが必要であり、ICTイノベーションを

TFPの決定要因の中心的なファクターとして捉

え、国際比較もスコープに入れた実証分析を行っ

たものである。

経済学分野の国際競争力に関する分析の中で

は、とりわけ労働生産性やTFPに基づく分析に

よって国際競争力の結果を示している。一方、

「TFPに関しては国際競争力の変動の結果を示す

ものであり、原因を示すものではない」と湯沢

（2009）は指摘している。同氏は、既存の国際競

争力の分析の困難さとして、国、産業、企業のそ

れぞれのレベルで論じられるために混乱が生じて

いる点について論及している。

筆者は ICT産業の国際競争力に関し、既に３

冊の書籍を出版したが、現在は低下トレンドがさ

らに顕著といえる。国際競争力は経済学、経営学

を中心としたものに偏向しがちであり、諸外国に

おいても超高齢社会や災害など大きな社会環境変

化を重大影響要因とする研究は見受けられない。

本論文の独自性、新規性がその点に存在する。

２－２　定　義

本論を進める前に、いくつか名称を定義ならび

に説明することとする。

まず、高齢者の定義については、WHOや日本

政府は65歳から74歳を前期高齢者、75歳から84歳

を後期高齢者、85歳からは末期高齢者と分類して

いる。そして15歳から64歳までが生産年齢人口で

現役世代を構成し、この中の45歳から55歳までを

中高年齢者としている。

あるいは、身体機能、労働、ICT接触機会、地

域社会との関係性を有するか否かによって様々な

タイプが存在し、単純に定義できない難しさがあ

る。また高齢者といっても ICTの利活用という

視点で捉えると年代ごとに ICT機器の利用経験

は異なる。これにより高齢者の年代ごとにわけて

考えるためにも明確な定義づけをする必要があ

る。本研究では、ICTとの相関を明確にするため

にも国連が定義する65歳以上を高齢者とする。

次にCIOⅰの定義であるが当研究所ではCIO

（Chief Information Officer：最高情報責任者）の定

義は「情報管理、情報システムを統括する戦略の

立案と執行を行う責任者」としており、ICTと経

営戦略に係る意思決定権を有し、役員クラス（副

社長、情報担当役員、経営企画部長、情報システ

ム部門長など）とみなしている。

次に、電子政府に関しては、「コンピュータシ

ステムやインターネットを利用し、処理を電子化

した行政機構であり、公共事業などの業務発注

や、住民票登録などの各種手続き、行政文書の管

理などにコンピュータシステムやインターネット

を活用することで、効率化とコスト削減、サービ

スの質の向上をはかり、情報システムとネット

ワークの利用により、情報公開や手続きの簡略

化ⅱ」するものが一般的である。

国際競争力の定義については、松本（1989）ⅲ

によれば、「①ある産業あるいは業種全体の

現時点での国際市場における競争上の強さの

程度、②欧米の International （あるいはWorld）

Competitivenessを明確にすべき」としている。総

務省によれば、「日本に本拠を置く事業部門によ

る ICT関連の財・サービスの生産・販売活動の

グローバル市場における ICT産業の競争力を支

える国の能力、日本の経済的繁栄、国民生活の向

上に貢献する能力」と定義している。さらに ICT

国際競争力指標としては「①市場シェア、②輸出

額シェア、から構成され、日本及び地域別（ア

ジア太平洋、北米、欧州、その他地域）のシェ

アを算出するⅳ」としている。IMD（国際経営開

発研究所）やWEF（世界経済フォーラム）では

「国の能力」の評価を国際競争力と示しているが、

ポーターによれば“Competitiveness Advantage”

あるいは“Innovative capacity”という言葉を用い

ている。このように、国際競争力に関する論議は

広範にわたり、明確ではない。国家の競争力、産

業の競争力、企業の競争力によっても異なる。国
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際競争力に関する報告書では1985年の「ヤング報

告書ⅴ」があるが、構成要因として、①技術、②

人材、③資本、④貿易の４項目としている。また、

2004年の「パルミサーノ報告書ⅵ」では、①イノ

ベーション、②人材、③資本、④インフラの４項

目を構成要素としている。

第３章　目的と検証

３－１　本研究の目的と意義

25年後には日本人の約３人に１人が高齢者にな

る。ターニングポイントと言われる2025年の高齢

者人口は日本社会の構造を大きく変貌させる要因

になる。すでに2011年時点で約４人に１人が65歳

以上の高齢者であり、国連定義の“超高齢社会”

に突入した。ICT革命以後、情報通信は社会環境

や経済を大きく変える重要要因となり、成熟した

社会を営む日本においては、高齢者の ICT利活

用率向上が地域や経済の活性化にもつながり、国

際競争力を決定する要因になりうる。

さらに、災害による犠牲者の７割に上る高齢者

の生命、財産を保護するための防災対策を講じる

こと、また高齢者にとって利便性が高く、質の高

い電子政府を構築し、最適な行政サービスを提供

することは、超高齢社会時代において最低限の社

会サービスといえよう。

本研究では、情報社会と超高齢社会、グローバ

ル社会の融合という社会イノベーションを実現で

きた社会が、国際競争力のフロントランナーにな

ることを検証した学際的な研究である。

３－２　問題提起と検証方法

本研究では、①超高齢社会、②自然災害と

BCP、③電子政府、の３つのベンチマークをグ

ローバル社会、情報社会、超高齢社会における

国際競争力に関わる追加新指標として捉えてい

る。これまで論究された国際競争力のベンチマー

クが、情報社会の進展に伴い大きく変化している

点、ならびに、日本が抱える超高齢社会問題と自

然災害という二つの重要リスクから、国際競争力

の新しいベンチマークとして位置づけられるであ

ろうことが本論の問題提起である。そして新しい

パラダイムシフトの中で、本研究は次の社会調査

の結果から、これらの新しい国際競争力の定義の

枠組みや正当性について論じている。

第１に、高齢者の ICT利活用に関する分析に

は、2009年に（社）行政情報システム研究所、な

らびに2010年に（財）地方自治情報センターと早

稲田大学電子政府・自冶体研究所との共催で実施

した高齢者の ICT利活用調査に基づく。前者は

2009年８月から2010年２月にかけて、全国の地方

自治体の協力を得て、高齢者に対する「「市民の

ICT利活用」に関する全国意識調査」を実施した。

社会調査の概要は次の４点である：①高齢者の

ICT機器に関する利用実態、②電子行政サービス

の利用実態、③電子行政サービスを利用したこと

がない高齢者の要因分析、④今後新たに必要と考

えられる電子行政サービスの分析、である。

（財）地方自治情報センター（LASDEC）の協

力を得て、早稲田大学電子政府・自治体研究所

が調査主体となり共同実施した「中高齢者の ICT

利活用の実態」全国意識調査は、2010年４月から

2011年２月にかけて行った。LASDECのWEBサ

イトならびに、各自治体で開催された高齢者会

合などでアンケート調査用紙を配布し結果を集

計したもので、全国的な高齢者の ICT利活用率、

行政と利用者側の ICTサービスの需給ギャップ、

効率的な ICTサービスならびに電子政府の在り

方について検証したものである。

第２に、自然災害とBCPの相関に関しては、

すでに総合研究機構の紀要査読論文「未来型電子

自治体モデルの構築－首都圏自治体での２アン

ケート調査実施による理想と現実の乖離に対する

問題解決策－」でも言及した「防災CIO」の設

置不足について論述した。つまり、日本における

自然災害による被害を軽減できない要因の一つと

して、災害の事前対策として必要不可欠なBCP

（緊急時業務継続計画）を設置するCIOの人材不
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足が原因であることを本研究で明らかにした。つ

まり、電子政府の推進者であると同時に、企業・

行政の災害対策を担うCIOは重要な役割である

にも関わらず地方行政及び企業での設置が進んで

いない。

第３に、私共の早稲田大学電子政府・自治体研

究所が毎年実施している「電子政府進捗度調査世

界ランキング」は日本の電子政府の利活用率の推

移について７年にわたる経年変化を定量的に評価

したものである。早稲田大学電子政府世界ランキ

ングは、ICTの進捗度を背景とした高度情報化社

会への適合を図るためのものである。日本のみな

らず世界の国際競争力の強化に貢献し、且つ経済

的側面からも国民生活を強力に支援するツールと

しての電子政府の在り方に総合的視点で取り組ん

でいることから、政府のウェブサイトや ICT展

開の進捗度のみならず、政府と民間との総合的な

関係についても評価分析している。電子政府が高

齢者にとって利便性が高く、最適なサービスであ

るか、自然災害によっても破壊されないほどの信

頼度が高く、強固なシステムになり得るかについ

ての視点に基づき評価した。

これらの３つの領域を総合的に評価し、国際競

争力の低下要因となる新指標は、①超高齢社会、

②自然災害対策BCP、③電子政府であると判断

して検証している。

第４章　国際競争力の新低下要因

４－１　日本における国際競争力

はじめに、日本の国際競争力の現状について把

握したい。紙面の都合により、日本の順位のみを

紹介することとする。まず、IMD（国際経営開

発研究所）ⅶが発表した2011年の世界競争力ラン

キングによると、日本は59カ国中26位であり、「経

済状況」「政府効率性」「ビジネス効率性」「イン

フラ」のいずれの局面でも停滞している。WEF

（世界経済フォーラム）ⅷが、ICTがその国の発達

と競争力に与える影響を評価した指標は、公開

データ、独自アンケートと調査を組み合わせ、市

場、政府・規制、インフラなどの「環境」、個人、

企業、政府の各レベルの「対応力」、そして「利

用」の３つの指標を利用して、ネットワーク整備

指数を割り出したものとなっている。日本は「環

境」21位、「対応力」38位、「利用」８位で、最高

スコアは「企業の利用」４位であり、最低は「個

人の対応力」80位であった。米経済誌フォーブス

は2010年11月４日に「世界で最も影響力がある人

物」のランキングを発表し、日本勢は菅前首相が

27位となっている。アジアにおける競争力ランキ

ングに関しては、2011年４月８日にボアオ（博鰲）

フォーラム研究院が初めて提出した「2011年アジ

ア競争力報告書」でアジア35 ヶ国中、日本は３

位である。世界180カ国の2010年度の１人当たり

の名目GDP（USドル）ランキングでは日本は16

位となっている。S&Pⅸならびにムーディーズに

よる世界の格付けを見ると、日本はそれぞれAA

－／ Aa２であり、マークイット・グループが発

表している2011年の主要国の信用力調査ⅹは８

位、世界50カ国・地域の潜在競争力ランキングⅹⅰ

で前年度同様14位という結果であった。

このように、かつてはGDPでは世界第２位の

経済大国とまで称えられた日本も、今はいずれの

調査機関においてもそれほど高い評価ではないこ

とが伺える。次節ではこうした国際競争力を低下

させる新しい要因について、社会調査結果に基づ

き検証する。

４－２　国際競争力を測る新しいベンチマーク

４－２－１　高齢者のデジタル・デバイド

日本は2050年には2005年時より人口が25％超減

少する。つまり、超高齢社会という高齢者人口の

増大と、子どもや移民の急増がなければ総人口が

減少するという２つの大きな社会的特性を有す

る。問題はこれによってGDPや国内消費、税収

の減少、過疎の急伸、農業人口の減少などの問題

が多発することである。さらに高齢化と人口減少

時代においては、労働力人口の減少によって、マ
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クロ面では経済規模の縮小、ミクロ面では福祉や

介護の面で様々な問題に発展する。情報社会にお

いて ICTが人々の生活に浸透しつつある今、ICT

を使いこなせない層は生活の面で不自由を感じる

場面も多い。つまり、人口の３人、あるいは２人

のうち１人が高齢者世代になる情報社会の将来

は、ICTのデジタル・デバイドが、日常生活の不

自由さや弊害を齎すことになる。

早稲田大学電子政府・自治体研究所と（社）行

政情報システム研究所、ならびに（財）地方自治

情報センターでの調査結果によると、高齢者とい

えども他の世代と変わりなく ICT機器を利用し

ているアクティブ高齢者の存在が明らかになっ

たⅹⅱ一方、デジタル・デバイドの存在が明示され

た。

結果として、例えば高齢者の中には携帯電話に

よる通話を頻繁に使用しているケースをはじめ、

自動券売機やATMといった公共性の高い ICT機

器の操作、あるいはパソコンによるインターネッ

トや携帯電話によるメールサービスを利用してい

る実態が明らかになった。その理由として、約

50％が「以前から日常的に利用していた」という

回答であったが、「周りから操作を教わり、ICT

機器を利用できるようになった」高齢者が18％

いた。こうした ICT機器の使用頻度については、

同調査結果によると、全体の69％の高齢者が「携

帯電話やパソコンなど ICT機器を毎日利用して

いる」ことが判明した。

しかし、問題は数値上では全く ICT機器を利

用したことがない者が存在している点である。対

象者の21％は ICT機器に接触する機会は少ない

と回答している。利用しない理由については「操

作性に難がある」、「必要性を感じない」と答えて

いる。また、「以前は ICT機器を利用していたが、

現在は利用していない」ものは、「必要性を感じ

ない」「操作性に難がある」「金銭的な理由」との

結果であった。このことから、ICT機器を全く利

用しない高齢者が存在していることは、高齢者間

でのデジタル・デバイドを意味する。

また、電子行政サービスの利用状況についての

調査結果では ICT機器同様に、全く利用してい

ないネガティブ高齢者も決して少なくはない点に

注目すべきである。高齢者にとって使いやすい電

子行政サービスというニーズが十分に提供できて

いない行政もあり、高齢者に優しく使い勝手のよ

い電子行政サービスは必ずしもすべての自治体で

提供されていないことが明らかになった。

また2011年８月９日に東日本大震災被災地であ

る仙台市にある仙台シニア・ネットを訪問し、井

上理事長にヒアリングを実施したところ、震災後

高齢者の中にはスマートフォンのニーズも増えて

きているということであった。携帯電話だけでな

くスマートフォンなど新しいデバイスを求める高

齢者がいるが、利用できるレベルになるためには

教育の場が必要不可欠であるとのことだった。つ

まり、日本には、すべての高齢者が ICT機器を

使えるような社会システムや教育が施策されてい

ない点において、高齢者の ICTデジタル・デバ

イド問題は解決しない。すべての者が ICTの恩

恵を受けてこそ真の情報社会は実現するといえる

が、高齢者の情報格差を解決しなければ、電子行

政サービスのみならず災害時の情報享受や地域の

活性化の足枷にもなる。

こうした状況の中で、日本では高齢者のための

新しい情報通信産業が確立しつつある。モバイ

ル、ワイヤレス分野の“スマートフォン”や富士

通の“らくらくフォン”、あるいはe-ヘルス分野

の“見守りサービス”などである。高齢者の情報

格差を緩和できる“らくらくフォン”は、高齢者

用の携帯電話で利用率も高い。最近では500万世

帯を超える独居老人の見守りサービスに応用化さ

れ始めている。また、NTT東日本が提供する“見

守りサービス”は高齢者の健康や安全を遠隔で確

認することができるシステムで、同じく独居高齢

者にとって大変有効なサービスである。世界初の

超高齢社会日本の情報通信技術は、今後高齢化の

仲間入りとなる世界各国が注目しているだけに、

日本の国際競争力の底上げを図るビジネスチャン
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スの到来とも言える。

４－２－２　災害に脆弱な日本のBCP

災害対策とは、災害の発生を念頭に置き、被害

を軽減させるための対策を事前に打つことであ

る。しかしながら災害発生は予測不能なため、こ

うした取り組みを事前に行っている企業、行政、

市民はそれほど多くはないのが実情である。

あらゆる災害から人命と財産を守るという命題

は、人類最大の課題のひとつと言っても過言では

ない。しかし日本の自然災害による犠牲者数や被

害規模は様々な災害対策や防災システムの投資、

開発は進められてきたものの、災害の脅威から完

全に逃れられたわけではない。特に過去の災害事

例を見ても高齢者は被害者の７割強である現状は

過去の多数の災害事例から改善していない。

自然災害による被害や問題点について言及する

と、東日本大震災の被害に遭った東日本一帯は高

齢化が進む過疎地域が多く、超高齢社会の縮図で

あった。

これまで市民にとって緊急・災害時のコミュニ

ケーション手段として最適なツールは「防災無

線」であるといわれており、実際にニーズも高い

が、東日本大震災発生から３日目の３月14日、太

平洋沖合で津波を確認したという情報が入った

が、東北沿岸の自治体が住民らに非難を呼びかけ

ても、気仙沼市においては長引く停電の影響によ

り住民に非難を促す防災無線が機能しなくなって

いた。通常ならば市内に200基ある防災無線が使

われるが、停電の影響と予備のバッテリーも切れ

たことで利用できなかったⅹⅲ。しかしながら補完

的な政策は取られていなかった。

また、高齢者の所在を明らかにするGPS機能

についても、津波の影響で壊滅的な被害を受けた

地域では利用できず、高齢者が放置されるという

ケースが相次いだ。

自然災害による影響は高齢者のみならず、行政

や企業活動にも大きな影響を及ぼす。情報システ

ム障害、該当地域における企業活動の停止、機能

復旧までに要する経費と時間はその後の企業生命

をも大きく左右する直接的な要因となる。仙台在

住の税理士にインタビューしたところ、住民の個

人情報は保管されていたサーバが津波によって被

害を受け、震災後の電子申請や、被害申請などに

多くの時間を取られたという。東日本大震災では

多くの行政が津波で壊滅的な被害を受け、電子

データは保存してあるサーバ毎流されて、個人情

報はバックアップがなかったケースや、復旧に多

くの時間を要した自治体も報告されている。

これらのリスクを軽減するために設置する計画

の一つとして「緊急時業務継続計画」（BCP）が

あり、これを事前に策定、設置していたかどうか

が、災害後の行政・企業の明暗を分けるといえ

る。

実際に先の地震や津波で被害を受けた企業も

BCPⅹⅳによって復旧作業が早く終了したといわ

れるところもある。地方自治体のBCP設置状況

として横須賀市を例に挙げるⅹⅴと、2004年の当研

究所の調査によれば、横須賀市の企業BCPの設

置状況は、「計画を立てている」企業は13％、「関

心はあるが立てていない」企業は60％、「関心が

なく計画を立てていない」企業は10%で、「BCP

そのものに関心はないものの、危機意識はある」

企業が17％であった。横須賀市の場合では、各業

種とも「災害後の被害が想定できない」、「計画の

策定方法が分からない」ためにBCPを設置導入

していない企業が非常に多いことが明らかになっ

た。

自然災害対策は、災害情報を的確に発信し、享

受できるモバイルシステムの確立と、高齢者など

の弱者対応のみならず企業や行政も含めた、強固

で信頼性の高い電子行政サービスや災害に強い総

合的な社会システムを創ることが求められてい

る。

４－２－３　電子政府世界ランキングが示す超高

齢社会のための電子行政サービスのあり方

早稲田大学電子政府・自治体研究所では、過去
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７年にわたり世界の電子政府進捗度について調査

してきた。この電子政府研究によって世界的なイ

ノベーション潮流を分析・評価し続けることにな

るが、それは安心・安全な国民生活を電子政府と

いう立場から支援するだけでなく、行財政コスト

の削減やスリム化、さらには国際競争力の強化に

貢献していくことを可能にすると考える。電子政

府世界ランキングは2005年から次の国数、分野、

項目に沿って偏差値比較したものである。とりわ

け、国際競争力に関連しては、３ .各種オンライ

ン・アプリケーション・サービスの進捗度が行政

ならびに民間の生産性向上、効率性の施策面でそ

の成果が如実に表れる。

表１　電子政府世界ランキング評価

年 05 06 07 08 09 10 11
国  数 22 32 32 34 34 40 50
分  野 5 6 6 6 6 7 7
項  目 26 28 28 28 28 31 31
出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所

そして、早稲田大学電子政府・自治体研究所の

電子政府世界ランキングは、電子政府がそれなり

に進捗している国・地域を対象にした。世界の電

子政府の最新の進捗度評価に関して正確、且つ公

平な結果を得るために、下記の７分野31項目の部

門別評価を行い、包括的な評価分析指標を策定し

ている。

１．ネットワーク・インフラの充実度

１－１　インターネット加入者

１－２　ブロードバンド・ユーザー

１－３　デジタル携帯電話加入者

１－４　PCユーザー

２．行財政改革への貢献度、行政管理最適化

２－１　最適化進捗度

２－２　統合EAモデル

２－３　行政管理予算システム

３．各種オンライン・アプリケーション・サービ

スの進捗度

３－１　サイバー法律

３－２　電子入札システム

３－３　電子納税

３－４　電子決済システム

３－５　電子投票システム

３－６　社会的保障のオンライン・サービス

３－７　市民のオンライン登録

３－８　海外渡航分野の電子化

３－９　労働関連のオンライン・サービス

３－10　eヘルス制度

４．ホームページ、ポータル・サイトの利便性

４－１　ナビゲーション機能

４－２　双方向対話性

４－３　インターフェース

４－４　技術的利便性

５．行政CIO（最高情報責任者）の活躍度

５－１　CIOの導入

５－２　CIOの権限

５－３　CIOの組織

５－４　CIOの人材育成計画

６．電子政府の戦略・振興策

６－１　法的対応

６－２　効果的な振興事業

６－３　サポート・メカニズム

６－４　評価メカニズム

７．ICTによる市民の行政参加の充実度 

７－１　情報共有メカニズム

７－２　交流・協議

７－３　意思決定参加

過去７年間にわたる電子政府の進捗状況につ

き、年毎に発表している内容の要点を抽出したと

ころ、電子政府進捗の初期・中期・後期において

次のような特徴が明らかになった。

日本は国民の利便性を重視した“いつでも、ど

こでも”利用可能なユビキタス型やワンストップ

型のオンライン・サービスの充実がフロントオ

フィス分野の優先課題である先進国に属してお

り、進捗状況は「後期」に位置する。一方で、経

済繁栄の恩恵が依然として電子行政の成熟レベル

に寄与していない新興国は、初期あるいは中期に

属することになる。
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超高齢社会と情報社会が融合する社会における

電子政府のあるべき姿について鑑みると、高齢者

にとって使いやすい電子政府であることは第一義

的課題である。

それでは利便性や利用率について考えると、前

７指標の中で、①ネットワーク・インフラの充実

度、②各種オンライン・アプリケーション・サー

ビスの進捗度のうちの電子申請、ならびにｅヘル

ス制度、③ホームページ、ポータル・サイトの利

便性、④行政CIOの活躍度、⑤ ICTによる市民

の行政参加の充実度に関する項目で高い順位を獲

得しなければならない。

特に、市民の行政参加に関しては、高齢者の電

子政府への関心が高まる傾向にあることや、政府   

対　高齢者の双方向性を樹立する必要がある。ま

た、ICTの利活用が向上することで高齢者側の利

便性の期待と社会参加が高まる傾向に対応しなけ

ればならない。すでに両筆者はブラッセルのEU

で３度e-Participationの担当部長と会合を持った

が、欧州では市民の行政参加の概念は形づくられ

てきている。

また、防災CIOでも述べたように、緊急時に

強固な電子政府を提供できるCIOの設置が急務

である。そのほか、主要 ICT先進国では、電子

政府部門の ICT投資やオンライン・サービス、

行財政改革に加え、関心が高まる国民の安心や安

全の基礎となる防災と危機管理分野、さらに深刻

化する高齢化対策など新分野が年を経るごとに重

要施策に浮上している。

災害に強く、確実にデータを保存できるソ

リューションとしては、クラウド・コンピュー

ティングが有効である。低コストのクラウド・コ

ンピューティングを採用するなど超高齢社会時代

のサービス・イノベーションが始まっている。こ

れは3.11東日本大震災によっても新しい課題とし

て浮上してきたものである。電子政府という範疇

で捉えると、本来、災害時や有事において機能を

発揮すべきものであるはずが、大津波によって破

壊され、被災地住民の生存情報の確認や住民サー

ビスの享受さえ難しい状況に陥った。このことは

今後の教訓として、米国などと比べて遅れている

クラウド・コンピューティングの導入を進めるな

ど新しい政策を投じる必要がある。

第５章　検証結果と結論

上記の検証によって、次のことが明示された。

まず、高齢者には、ICT機器に対してアクティ

ブ高齢者とネガティブ高齢者の存在が明らかにな

り、デジタル・デバイドが発生していることであ

る。ネガティブ高齢者は電子行政サービスに利便

性や快適性を感じず、まったく利用していない者

もいる。
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表２　段階別世界の電子政府進捗度

【初期】

（ア）人口小国が優位

（イ）CIO活動促進は限定的

（ウ）電子政府の位置づけが高まる

（エ）オンライン・サービスの利活用が不十分

【中期】

（ア）新技術・アプリケーションの利活用促進

（イ）WEB2.0の活用促進－SNS、ブログ、Facebook

（ウ）双方向アプローチ活用－環境保護、地域共生、政治対話

（エ）e-ガバナンスの強化

（オ）政府と地方自冶体の連携・普及拡充

（カ）ワンストップやオンライン・サービスの充実が急務

【後期】

（ア）地域社会の社会経済政治サービスの拡大

（イ）CIOへの期待増大

（ウ）デジタル・デバイドの拡大

（エ）地球環境、防災、高齢化対策が重要施策に浮上

（オ）携帯電話や無線LAN活用のモバイル政府誕生

（カ）低コストのクラウド・コンピューティングの登場

（キ）ユビキタス/ワンストップ型オンライン・サービスの充実

（ク）スマートフォンなどモバイルの急伸

（ケ）イノベーション

（コ）市民の電子行政参加促進（e-Participation）

（サ）オープン・ガバメント

（シ）サイバー・セキュリティ（安全保障含む）

出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所



自然災害を例に挙げると、東日本大震災で明ら

かになったように、災害の発生を知る代表的ツー

ルの一つである防災無線は、停電の影響によって

利用できないケースがあった。最近の高齢者の中

には携帯電話やスマートフォンを利用できる者も

増え、接触機会も増えているが、実際の災害の時

に利活用できた者は一部である。

また現在の電子行政サービスは高齢者のすべて

が使い勝手の良いものと評価するには課題が多

い。電子政府は、高齢者をはじめとする市民の電

子参加を可能にするものであるはずが、実際に双

方向性を有し、利用できる簡易な電子政府には

なっていない。

以上の観点から、超高齢社会に優しい ICTサー

ビスは超高齢社会日本の現在においてまだ十分と

は言えず、自然災害においても電子政府サービス

には脆弱さを残していることが明らかになった。

このことから、すべての高齢者が ICT機器を駆

使することができる安心、安全な社会システムは

まだ完成の途にあり、さらに自然災害は突発的に

災害弱者である高齢者の犠牲者を増やすことにな

る。結果として、国際競争力の観点から鑑みれ

ば、十分とはいえず、より一層の低下を招く結果

となっていることが明示された。

本研究による国際競争力低下の要因をマトリッ

クスにすると次の通りとなる。

国際競争力の低下要因

【従来要因】

1．急速な円高

2．新興国市場対応の遅れ

3．CO２環境規制強化

4．政治ガバナンスの混迷

5．高い法人税

6．高騰するエネルギー

7．TPP・自由貿易システムの消極性

8．低下するコンプライアンス　

【新規要因】

1．利活用が不十分な電子政府

2．機動性に欠ける自然災害BCP

3．超高齢化への社会コスト

本研究の結論として、失われた20年と言われた

日本の1990年代から現在に至る期間の国際競争力

低下の背景には、上記マトリックスの様に、TPP

加盟や法人税率、エネルギー問題、新興国の台頭、

そして環境対策、企業のコンプライアンスなどの

既存要因に加えて、新規要因が複合的に加わる形

になっている。

2035年には３人に一人が高齢者世代の仲間入り

を果たす将来において、今以上に安心・安全な

ICT社会が構築されるべきはずが、現時点におい

てまだ成熟してはいない。

その証拠に、高齢者の ICT利活用の実態に関

しては、前述の２つの社会調査の結果から、大き

なデジタル・デバイドを抱えていることが明示さ

れ、弱者である高齢者層－本研究ではネガティブ

高齢者に対する対策が十分に構築されていないの

である。

さらに自然災害は高齢社会のリスクに追い打ち

をかけるように、災害弱者である高齢者の被害を

拡大させる。ICTソリューションが災害に強い社

会システムを実現できるはずが、先の新潟中越沖

地震ではBCPの優劣がサプライ・チェーンなど

の経営戦略を左右した。また、東日本大震災では、
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図１　国際競争力の低下要因
注 ：マトリックスの＠は新規要因　　　
出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所
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国際競争力新指標に関わる研究－超高齢社会の ICT利活用の効用分析

基幹産業の自動車、電機など製造業分野への打撃

が大きく操業停止に追い込まれた企業も少なくな

い。その影響としてGDP低下は約0.5％と顕著で

あった。

筆者が総務省の電子政府推進員協議会会長を務

めるが、電子政府の推進は、行政の情報化による

生産性、効率性の向上、コスト削減、行政改革へ

の人員再配置などの効果が見られ、スマート・ガ

バメントの出現の前提条件といえる。加えて、最

も ICT機器と距離感があると考えられる高齢者

層にとって使い勝手の良いものであるべきはず

が、全く使用していない高齢者層も存在してお

り、これらの層をどう、行政参加させるかといっ

たDigital Inclusionの課題を有している。

つまり、これからのグローバル社会、情報社会

と高齢社会の融合社会において、国際競争力に関

わる新指標による時系列な影響要因分析が日本の

抱える深刻な課題を浮き彫りにしているのであ

る。

第６章　今後の課題と提言

本研究ではグローバル社会、超高齢社会と情報

社会における国際競争力の新機軸についてまとめ

たが、定量的に評価しうるベンチマークであるか

否かについては次回の課題としたい。今後は、当

研究所がOECD－APEC国際共同プロジェクト

「高齢社会での13カ国 ICT利活用事例研究」の

リーダーであり、グローバルスタンダードな最適

なベンチマークを策定し、さらなる国際比較研究

に従事したい。本章では、最後に若干の提言を述

べる。

①官民の国際戦略での連携を強化すること

②スマートフォン利用による各種対策アプリケー

ションを提供し、強固なインフラを構築するこ

と

③超高齢社会は地球規模的課題故に、海外からの

企業参入の促進による競争機会を創生すること

④電子政府の推進者であり、防災対応を担うCIO

の人材育成ならびに設置を充実させること

⑤災害に強い電子政府のためのクラウド・コン

ピューティング導入の是非と評価を急ぐこと。

また、ICTによる災害対策を徹底すること

⑥ユーザーにとって利便性の高い、利用率を向上

させる電子行政サービスへ改革すること

⑦国際競争力で唯一高順位をマークする超高社会

及び災害対策に関わる研究開発力の強化を計る

こと
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